
別記
第１号様式（第７条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　令和　　年　　月　　日
公益財団法人岐阜県産業経済振興センター理事長　様
住　　　所　（郵便番号・住所）
名　　　称　
代表者氏名　（役職・氏名）　　　　　　　印
産学官共同研究助成金交付申請書
産学官共同研究助成金を受けたいので、産学官共同研究助成金交付要綱第７条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　助成事業の目的及び内容
別紙１　助成事業実施計画書
別紙２　助成事業内容説明書のとおり
２　助成事業に要する経費及び助成金交付申請額
	助成事業に要する経費
	円

	助成金交付申請額
	円


別紙１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
助成事業実施計画書
	研究題目
	※研究開発内容を表現するような適切な名称を記入すること。

	（英文訳）
	

	企業名
	

	（英文訳）
	

	所　在　地
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	資本金・出資金
	千円
	従業員数
	人

	研究期間
	令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日まで

	研究の目的及び内容
	※研究開発の目的、研究開発の必要な理由及び研究内容を簡潔・明瞭に記載すること。　

	共同研究者
	区分
	所属
	氏名
	役割分担

	
	企業等
	
	
	

	
	大学等
	
	
	

	
	研究機関等
	
	
	

	活用する
大学等又は

研究機関等の
技術シーズの概要
	※各共同研究者の技術シーズの内容を簡潔・明瞭に記載すること。

	備　　考
	


別紙２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
助成事業内容説明書
１　研究開発の概要
	（１）　研究開発の必要な理由
	

	＊業界ニーズ等と期待する成果及び従来の技術・方法と研究により開発する技術・方法との相違点を含めて、必要な理由を明確に記載すること。

	（２）　研究全体の概要
	

	＊研究の概要についてわかりやすく記載すること。

	（３）　シーズの活用方法
	

	＊大学等や研究機関の技術シーズを如何に活用するかを明らかにすること。


２　研究開発の成果・波及効果
	研究の予想成果と企業化
	研究成果による地域への波及効果

	
	


３　共同研究項目
	担当
機関
	研究項目
	研究内容

	企　業　等
	
	

	大　学　等
	
	

	研　究　機　関　等
	
	


４　申請者の概要
	（１）　事業の内容
	

	※営んでいる主な事業及び主たる生産品目名、年間生産額等を記載すること。

	（２）　申請者の略歴
	

	※企業の場合にあっては企業の略歴を記載すること。


５　研究開発の組織
	（１）　主任研究者の氏名及び略歴
	

	

	（２）　研究担当者の氏名及び職名
	

	

	（３）　共同研究者の氏名及び所属
	

	


６　研究開発の資金計画
	（１）　助成事業の経理担当者の氏名及び職名
	

	


（２）　資金調達内訳
	区分
	金額（円）
	資金の調達先

	自己資金
借入金
助成金
その他
	
	

	助成事業に要する経費
	
	


（３）資金支出内訳　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　     　　（単位：円）
	区分
	種別
	助成事業に
要する経費
	助成対象経費
	助成金交付
申  請  額
	備 　考

	原材料費
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	工具器具費
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	機械装置費
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	外注加工費
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	国内特許
出願経費
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	委託研究等経費
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


［記載上の注意］
１　「種別」とは、原材料・副資材名、機械装置名、部品・工具器具名等をいう。
２　「助成事業に要する経費」とは、当該研究を遂行するのに必要な経費をいう。
３　「助成対象経費」とは、「助成事業に要する経費」のうちで、助成対象となる経費のうち、消費税を控除した額をいう。
４　「助成金交付申請額」とは、「助成対象経費」のうちで、助成金を希望する額で、その限度は、「助成対象経費」に助成率（２／３）を乗じた額になる。
　　※助成金交付申請額の全合計額は、千円未満切り捨てとする。
５　「国内特許出願経費」とは、助成事業の結果生じた国内特許出願に要する経費のうち、出願のみの経費（弁理士への手続代行費用を含み、印紙代を除く。）をいう。
６　「委託研究等経費」とは、大学等及び研究機関等との共同研究、委託研究に要する経費をいい、その助成対象経費の額は助成対象経費の総額の１０分の４を上限とする。
第１号の２様式（第８条関係）　　　　　　　　　　　　      　
事前着手理由書
　１　研究題目
  ２　事前着手（予定）日
　３　事前着手する必要がある理由
  ４　事前着手に必要となる経費
　　　※経費の内容、積算、支払額、支払日等具体的な内容がわかる資料を添付すること
	交付決定前に事業に着手することは原則認められません。事前着手は、事業の性格上又はやむを得ない理由があると理事長が特に認めた場合にのみ、例外的に認めるものであり、事前着手理由書を提出した場合であっても、申請内容を審査した結果、助成申請が採択されない場合又は助成申請が採択されても、事前着手に必要な経費が認められない場合もあります。その場合は当該事業実施に必要な経費は、自己資金で対応することになります。



